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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧縮作用を行う圧縮機構部と、該圧縮機構部を駆動するための駆動手段と、該駆動手段
の主要部品である電動機であって、中性点を複数有するＹ結線の三相巻線を施した電動機
と、該電動機を駆動するインバータ制御装置と、該電動機によって回転駆動されるクラン
ク軸と、該クランク軸を回転自在に係合するクランク軸支持部と、該クランク軸支持部を
係合したフレーム部と、該圧縮機構部と該駆動手段とを納めた密閉容器と、を備え、冷凍
空調機器に搭載される容積形圧縮機において、
　前記電動機は、前記電動機の固定子鉄心に固定子巻線を集中巻きした固定子と、該固定
子と周方向隙間を介して対向し回転子鉄心に永久磁石を装着して磁極を形成した回転子と
、を備えた永久磁石式電動機として構成され、
　前記インバータ制御装置は、前記固定子の磁界を弱める弱め界磁制御を実行するもので
あって、
　さらに、前記複数の中性点同士が結線されることを特徴とした容積形圧縮機。
【請求項２】
　圧縮作用を行う圧縮機構部と、該圧縮機構部を駆動するための駆動手段と、該駆動手段
の主要部品である電動機であって、中性点を複数有するＹ結線の三相巻線を施した電動機
と、該電動機を駆動するインバータ制御装置と、該電動機によって回転駆動されるクラン
ク軸と、該クランク軸を回転自在に係合するクランク軸支持部と、該クランク軸支持部を
係合したフレーム部と、該圧縮機構部と該駆動手段とを納めた密閉容器と、を備えた容積
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形圧縮機において、
　前記電動機は、前記電動機の固定子鉄心に固定子巻線を集中巻きした固定子と、該固定
子と周方向隙間を介して対向し回転子鉄心に永久磁石を軸方向に装着して磁極を形成した
回転子とを備えた永久磁石式電動機として構成され、
　前記インバータ制御装置は、前記固定子の磁界を弱める弱め界磁制御を実行するもので
あって、
　さらに、前記電動機は３７ｋＷ以下の出力であって、前記複数の中性点同士が結線され
ることを特徴とした容積形圧縮機。
【請求項３】
　請求項１または２において、
　前記永久磁石式電動機を６極９スロットとして構成することを特徴とした容積形圧縮機
。
【請求項４】
　請求項１または２において、
　前記電動機の固定子鉄心を焼鈍することを特徴とした容積形圧縮機。
【請求項５】
　請求項１または２において、
　前記電動機の回転子鉄心中に複数の永久磁石を配置し、該永久磁石の磁束側をｄ軸、該
ｄ軸と電気角で直交する軸をｑ軸としたときに、該回転子鉄心の外周面のｑ軸側の一部を
カットすることを特徴とした容積形圧縮機。
【請求項６】
　請求項１または２において、
　前記クランク軸支持部を絶縁することを特徴とした容積形圧縮機。
【請求項７】
　請求項６において、
　前記クランク軸支持部の絶縁を、前記クランク軸支持部と、前記クランク軸支持部と係
合する前記フレーム部との間に絶縁部材を介在させることで実現することを特徴とした容
積形圧縮機。
【請求項８】
　請求項６において、
　前記クランク軸支持部の絶縁を、前記クランク軸支持部と係合する前記フレーム部を樹
脂成形にて実現することを特徴とした容積形圧縮機。
【請求項９】
　請求項６において、
　前記クランク軸支持部の絶縁を、前記クランク軸支持部と係合する前記フレーム部に焼
鈍を施すことで実現することを特徴とした容積形圧縮機。
【請求項１０】
　請求項６において、
　前記クランク軸支持部の絶縁を、前記クランク軸支持部と回転自在に係合するクランク
軸部に絶縁部材を介在させることで実現することを特徴とした容積形圧縮機。
【請求項１１】
　請求項１または２において、
　前記圧縮機構部に機械的な容量制御手段を構成することを特徴とした容積形圧縮機。
【請求項１２】
　請求項１または２において、
　前記圧縮機構部に、吐出弁を用いることを特徴とした容積形圧縮機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＨＦＣ系等の冷媒，空気や二酸化炭素等の自然系冷媒及びその他の圧縮性ガ
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スを取扱う容積形圧縮機に係り、特に、軸受電食による軸受損傷を軽減し軸受信頼性を高
めるに好適なものである。
【背景技術】
【０００２】
　容積形圧縮機は、冷凍空調機器用の圧縮機として様々な分野で広く活用されている。地
球温暖化防止のために高効率であることが要求される一方で、非常に過酷な運転に晒され
ることから高い信頼性が必要である。近年、容積形圧縮機では、インバータを用いた可変
速運転が増加し、以前のオンオフ運転に比べて高効率化が進んでいる。
【０００３】
　（非特許文献１）インバータでは、ＩＧＢＴ適用が進みスイッチングの立ち上がりが急
峻となることで、電動機巻線における中性点電位の上下変動（コモンモード電圧と呼称）
が急峻となり、軸受電食に至る事例が増えている。特に、３７ｋＷ以下の電動機において
は問題にならないと考えられていたが、電動機の出力に関係なく軸受電食が発生している
。
【０００４】
　（特許文献１）駆動用巻線を巻回した電機子と、積層鉄心からなるロータに複数の磁石
を装着してなる界磁と、軸受と、を備えた電動機において、固定子を構成する電機子側に
設けられると共に、第１フェライトコアに巻回された１次コイルと、１次コイルと空隙を
介して界磁のロータに設けられると共に、第２フェライトコアに巻回された２次コイルと
を備え、また、１次コイルは電機子における駆動巻線のＹ結線の中性点とフレームとの間
で結線されており、ロータ側に設けた２次コイルには抵抗が接続されている、とした解決
手段によって、安価で、且つ、メンテナンスフリーであり、容易に可動子に発生する高調
波電圧・電流を回避することができる電動機の電食防止装置を提供する、とした記載があ
る。
【０００５】
　（特許文献２）パルス幅変調によって可変電圧可変周波数の電圧を出力する三相ＰＷＭ
インバータと電動機との間に直列に接続したコモンモードリアクトルとを備えた電力変換
装置において、コモンモードリアクトルと同一鉄心上に巻かれた第４巻線と、一端が前記
三相ＰＷＭインバータ出力に接続され、中性点である他端が、前記第４巻線の一端に接続
され星形結線されたインダクタと前記第４巻線の他端を前記コンバータ出力電圧を二等分
した前記中性点またコンバータ出力の正側また負側のいずれかに接続したものである解決
手段によって、三相ＰＷＭインバータ出力に発生するコモンモード電圧および漏れ電流を
抑制する、とした記載がある。
【０００６】
　（特許文献３）固定子はケースに取り付けられた固定子コアと、固定子コアに巻き回さ
れた巻線とを有している。回転子コアは上記の回転子コア本体と、連結部とを有しており
、金属製の回転シャフトが連結部を介して回転子コアと連結し設けられている。回転シャ
フトは軸受を介して、回転自在にケースに取り付けられている。より詳細には軸受は、回
転シャフトを支持する内輪と、ケースに取り付けられた外輪と、内輪と外輪との間で転が
る転動体とを有している。転動体は例えば玉あるいはころであって、内輪および外輪と共
に金属製である、とした解決手段によって、軸受の電食を低減でき、しかも回転シャフト
の強度に優れる電動機を提供する、とした記載がある。
【０００７】
　（特許文献４）各相Ｕ，Ｖ，Ｗの巻線一端側部分を１番目の渡り線Ｕ１，Ｖ１，Ｗ１と
し、各相の巻線他端側部分を（ｎ＋１）番目の渡り線Ｕ４，Ｖ４，Ｗ４とし、ｉを２以上
ｎ以下の整数として、各相毎に前記巻線一端側部分から数えて（ｉ―１）番目のコイルと
ｉ番目のコイルの間をｉ番目の渡り線Ｕｉ，Ｖｉ，Ｗｉとするとき、各相の奇数番目の渡
り線を各相毎に一つにまとめて結線して電源線とし、各相の偶数番目の渡り線同士を各相
間一つにまとめて結線して中性点としたことを特徴とする３相電動機、を解決手段として
、中性点や電源線の結線本数または結線箇所を低減した３相電動機を提供する、とした記
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載がある。
【０００８】
　（特許文献５）中性点の接続個所のボリュウムとこの部位に発生するジュール熱の関係
で中性点に熱集中が生じないように、中性点同士を接続する渡り線を各相巻線の線径以上
で構成する、あるいはこれと等価な接続端子により中性点接続を行う、とした解決手段に
よって、中性点の接続個所を最少にしてしかも中性点への熱集中を無くし、電機子巻線の
軸方向高さを低く抑える中性点構造を提供する、とした記載がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００６－８７２２５号公報
【特許文献２】特開２００１－２６８９２２号公報
【特許文献３】特開２００８－２６３６９８号公報
【特許文献４】特開２００１－２７５２９２号公報
【特許文献５】特開平１０－８００８５号公報
【非特許文献】
【００１０】
【非特許文献１】日本電機工業会資料　ＪＥＭ－ＴＲ　１６９　一般用低圧三相かご形誘
導電動機をインバータ駆動する場合の適用指針に関する補足説明資料　誘導電動機をイン
バータ駆動する場合の軸受電食について　２００４年２月
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　インバータへのＩＧＢＴ適用が進み、高速スイッチングによる立ち上がりの急峻な電動
機巻線における中性点電位の上下変動（コモンモード電圧）が発生して、従来、３７ｋＷ
以下の電動機においては問題にならないと考えられていた軸受電食が、電動機の出力に関
係なく発生する状況になっている。
【００１２】
　さらに、近年、冷凍空調機器においては、ＡＰＦ（Annual Performance Factor：通年
エネルギー消費効率）やＩＰＬＶ（Integrated Part Load Value：期間成績係数）を向上
させることが省エネルギーの観点から望ましいとされ、低負荷時のエネルギー効率向上が
重要になっている。加えて、これに相反する高負荷な急速暖房や急速冷房／急速冷凍の要
求を満たすことも必要であり、冷凍空調機器に搭載される容積形圧縮機には高効率なイン
バータ駆動の永久磁石式電動機が多く用いられている。永久磁石式電動機は、固定子巻線
の巻き数を多くすれば、低負荷時の効率を向上させることができるが、高速でのトルクが
低下するため、インバータ制御として弱め界磁制御を併用することが多い。この場合、高
負荷時の駆動電流（インバータからモータへの入力電流）が従来より多くなるため、軸受
部に流れる電流の増大を引き起こすという問題を発見した。
【００１３】
　また、近年、空調機器の大容量化が進み低速高負荷な運転条件が増加しており、低速時
の駆動電流（インバータからモータへの入力電流）の増大が、軸受部に流れる電流の増大
を引き起こすという問題もある。
【００１４】
　本発明が解決しようとする課題は、軸受信頼性を高めることにある。
【００１５】
　特許文献１は、１次コイルと２次コイルからなるバイパス手段を設けて軸受部へ流れる
電流を回避することで電食を防止するとしたものである。特許文献２は、軸受電流の原因
となるコモンモード電圧を、逆相で足し合わせることによりコモンモード電圧を相殺する
としたものである。特許文献３は、回転シャフトと接地との間の電位差が、軸受の寄生容
量と、絶縁体を挟んで寄生する寄生容量とに分圧され、軸受にかかる電位差を低減でき、
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軸受の電食を低減できるとしたものである。何れの発明も、軸受部に流れる電流をバイパ
スさせたり、逆相で足し合わせることで相殺させたり、あるいは絶縁体を挟むことで分圧
させたりするものであり、軸受部に流れる電流そのものを低減させるものではない。
【００１６】
　さらに、本発明は、軸受部に流れる電流そのものを低減させるために、複数個ある中性
点同士を結線することを特徴とするが、特許文献４では、中性点の結線本数または結線個
所を削減することに効果があるとした記載はあるが、中性点を結線することで軸受部に流
れる電流そのものを低減させるとした記載は見当たらない。特許文献５では、中性点の接
続個所を最少にしてしかも中性点への熱集中を無くし、電機子巻線の軸方向高さを低く抑
えることに効果があるとした記載があり、また、中性点を複数設けた場合に理論的には各
中性点の電位は等しいので渡り線は必要ないことになるが、実装上は電機子巻線のアンバ
ランスがあり全くの等電位にはならず、このような電動機をインバータで駆動し、しかも
各相電流のアンバランスを監視して保護機能を動作させるような場合には各中性点の均圧
線としての渡り線を設ける必要があるとした記載があるが、中性点を結線することで軸受
部に流れる電流そのものを低減させるとした記載は見当たらない。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　係る課題を解決するために、本発明による容積形圧縮機は、各請求項に記載されたとこ
ろを特徴とするものであり、特に、独立項として請求項１または２に記載の発明による容
積形圧縮機は、圧縮作用を行う圧縮機構部と、該圧縮機構部を駆動するための駆動手段と
、該駆動手段の主要部品である電動機であって、中性点を複数有するＹ結線の三相巻線を
施した電動機と、該電動機を駆動するインバータ制御装置と、該電動機によって回転駆動
されるクランク軸と、該クランク軸を回転自在に係合するクランク軸支持部と、該クラン
ク軸の軸支持部を係合したフレーム部と、該圧縮機構部と該駆動手段とを納めた密閉容器
と、を備え、冷凍空調機器に搭載される容積形圧縮機において、前記電動機は、前記電動
機の固定子鉄心に固定子巻線を集中巻きした固定子と、該固定子と周方向隙間を介して対
向し回転子鉄心に永久磁石を装着して磁極を形成した回転子と、を備えた永久磁石式電動
機として構成され、前記インバータ制御装置は、前記固定子の磁界を弱める弱め界磁制御
を実行するものであって、さらに、前記複数の中性点同士が結線されること、
　また、圧縮作用を行う圧縮機構部と、該圧縮機構部を駆動するための駆動手段と、該駆
動手段の主要部品である電動機であって、中性点を複数有するＹ結線の三相巻線を施した
電動機と、該電動機を駆動するインバータ制御装置と、該電動機によって回転駆動される
クランク軸と、該クランク軸を回転自在に係合するクランク軸支持部と、該クランク軸支
持部を係合したフレーム部と、該圧縮機構部と該駆動手段とを納めた密閉容器と、を備え
た容積形圧縮機において、前記電動機は、前記電動機の固定子鉄心に固定子巻線を集中巻
きした固定子と、該固定子と周方向隙間を介して対向し回転子鉄心に永久磁石を軸方向に
装着して磁極を形成した回転子とを備えた永久磁石式電動機として構成され、前記インバ
ータ制御装置は、前記固定子の磁界を弱める弱め界磁制御を実行するものであって、さら
に、前記電動機は３７ｋＷ以下の出力であって、前記複数の中性点同士が結線されること
を特徴としたものである。

【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、軸受信頼性を高めることができる。また、容積形圧縮機の高効率化を
図るためのインバータを用いた可変速運転で、高速スイッチング可能な高性能インバータ
を搭載することが可能になることから高いエネルギー効率の確保を図ることができるので
、高いエネルギー効率と高い軸受信頼性を実現するに好適な容積形圧縮機を実現できる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】第１の実施の形態における容積形圧縮機の全体構造。
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【図２】第１の実施の形態における電動機の断面。（Ａ－Ａ部）
【図３】第１の実施の形態におけるコイル巻線展開図。
【図４】第１の実施の形態における軸受電流の測定結果。
【図５】第２の実施の形態における回転子の断面図。
【図６】第３の実施の形態における容積形圧縮機の容量制御機構。
【図７】第４の実施の形態におけるスクロール圧縮機の吐出弁構造。
【図８】第５の実施の形態における容積形圧縮機の軸支持部周辺の構造。
【図９】第６の実施の形態における容積形圧縮機の軸支持部周辺の構造。
【図１０】第７の実施の形態における容積形圧縮機の軸支持部周辺の構造。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、図面を用いて実施例を説明する。
【実施例１】
【００２１】
　本発明を実施するための第１の形態を示す容積形圧縮機について、図１～図４を用いて
詳細に説明する。
【００２２】
　最初に図１を用いて、第１の形態を示す容積形圧縮機の全体構造に関して説明する。容
積形圧縮機１は、圧縮部２と駆動部３とを密閉容器４内に収納して構成する。なお、図示
した容積形圧縮機１の圧縮方式は、スクロール方式であるが、ロータリ方式，レシプロ方
式あるいはスクリュー方式の圧縮方式でも良い。
【００２３】
　圧縮部２では、駆動部３の回転作用により、機械的に構成された圧縮室２ａの容積を減
少させて圧縮動作を行う。この圧縮動作に伴って、作動流体が吸込ポート５，吸込空間を
経由して圧縮室へ吸込まれ、吸込まれた作動流体が圧縮行程を経て密閉容器４で囲まれる
空間である吐出空間に吐出され、さらに吐出ポート６を経由して密閉容器４から吐出され
る。
【００２４】
　駆動部３は、固定子７と回転子８からなる電動機９と、クランク軸１０と、フレーム１
１と、副フレーム１２と、副軸受ハウジング１５を基本要素として構成する。ここで、電
動機９は、電気端子１６を経由したインバータ（図示せず）からの電気入力により駆動さ
れ、回転作用をクランク軸１０へ付与する。クランク軸１０は、主軸部１０ａと副軸部１
０ｂと偏心ピン部１０ｃとを備えて構成する。フレーム１１に配設した軸支持部１３，副
軸受ハウジング１５に配設した軸支持部１４は、クランク軸１０の主軸部１０ａと副軸部
１０ｂを回転自在に係合する軸支持部を構成する。なお、軸支持部１３，１４には転がり
軸受の他、使用条件に適応できるすべり軸受やその他の軸支持部材を用いても良い。また
、軸支持部１３，１４の潤滑のための油１７を密閉容器４内に蓄え、フレーム１１と副軸
受ハウジング１５と係合される副フレーム１２は密閉容器４に固定される。
【００２５】
　続いて、図２を用いて電動機９の構成に関して説明する。図２は、図１に示した電動機
９の断面（Ａ－Ａ部）を表示したものである。図示した電動機９は、クランク軸１０に固
定された回転子８と、この回転子８に周方向の空隙を介して対向する固定子７とを備える
。回転子８は、回転子鉄心８ａとクランク軸１０と平行に形成した６つの装着孔８ｂ内に
各々装着した永久磁石２０とを備えている。これら永久磁石２０の装着により、回転子鉄
心８ａには６つの磁極が形成される。固定子７は、固定子鉄心７ａと固定子巻線２１とを
有する。固定子鉄心７ａは、内径側に周方向に等間隔で形成した９つのスロット７ｂと、
９つの歯部７ｃと、この歯部７ｃの外周側を一体に連結したコアバック７ｄとを有し、焼
鈍処理を施してある。固定子巻線２１は、前記歯部７ｃを取り囲むように巻装された集中
巻き方式であり、Ｕ相巻線２１－Ｕ，Ｖ相巻線２１－Ｖ，Ｗ相巻線２１－Ｗを備えている
。このようにして電動機９は、６極９スロットの集中巻き永久磁石式電動機を構成する。
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【００２６】
　図２の各固定子巻線２１は、図３のコイル巻線展開図に示すように、固定子の歯部７ｃ
の各々に固定子巻線２１－Ｕ１，２１－Ｖ１，２１－Ｗ１，２１－Ｕ２，２１－Ｖ２，２
１－Ｗ２，２１－Ｕ３，２１－Ｖ３，２１－Ｗ３を各相で並列になるよう接続する。また
、各三相の中性点２２－Ｎ１，２２－Ｎ２，２２－Ｎ３が、図２，図３に示すように結線
され、さらに各三相の中性点２２－Ｎ１，２２－Ｎ２，２２－Ｎ３同士を結線した総合中
性点２３－Ｎを配設する。電動機９の駆動に当たっては、インバータ駆動装置（図示せず
）を用い、インバータ制御としては弱め界磁制御を適用する。
【００２７】
　本実施の形態の効果について説明する。本実施の形態に示す容積形圧縮機の軸受電流を
測定したところ、図４に示す測定結果を得た。縦軸の軸受部を通過する軸受電流は、各三
相の中性点２２－Ｎ１，２２－Ｎ２，２２－Ｎ３同士を結線しない場合、つまり２３－Ｎ
が無い場合の最大電流を１Ｐ.Ｕ.として相対表示し、横軸の駆動電流（インバータからモ
ータへの入力電流）は、最大運転電流を１Ｐ.Ｕ.として相対表示した。図４には、各三相
の中性点２２－Ｎ１，２２－Ｎ２，２２－Ｎ３同士を結線した場合としない場合を比較し
て示してある。
【００２８】
　結果として、近年のＡＰＦ（Annual Performance Factor：通年エネルギー消費効率）
やＩＰＬＶ（Integrated Part Load Value：期間成績係数）の向上要求に応えるために、
低負荷時のエネルギー効率向上と高負荷な急速暖房や急速冷房／冷凍能力の要求を満たす
ことの両立を図ることができる容積形圧縮機の構成では、高負荷時の駆動電流が従来より
大きくなるため、各三相の中性点２２－Ｎ１，２２－Ｎ２，２２－Ｎ３同士を結線しない
場合には、軸受部に流れる電流の急激な増加を引き起こすということが分かった。一方で
、各三相の中性点２２－Ｎ１，２２－Ｎ２，２２－Ｎ３同士を結線し２３－Ｎを設けると
、高負荷時で駆動電流が大きい場合にも、軸受部に流れる電流の急激な増大を抑制できる
ことが分かった。駆動電流が０.８Ｐ.Ｕ.程度を超えると急激な軸受電流の増加が認めら
れるが、各三相の中性点同士を結線することで軸受電流の急増を抑制できる。なお、本実
施の形態における電動機９は、６極９スロットの集中巻き永久磁石式電動機を示したもの
であるが、４極６スロット他の組み合わせによる集中巻き永久磁石式電動機においても同
様の効果があると考える。
【００２９】
　これらにより、軸受部に流れる電流そのものを低減させることができるから、軸受電食
による軸受損傷を軽減して容積形圧縮機の軸受信頼性を高めることができる。さらには、
容積形圧縮機の高効率化を図るためのインバータを用いた可変速運転で、高速スイッチン
グ可能な高性能インバータを搭載することが可能になることから高いエネルギー効率の確
保を図ることができ、よって、高いエネルギー効率と高い軸受信頼性を実現するに好適な
容積形圧縮機を実現できる。
【実施例２】
【００３０】
　本発明を実施するための第２の形態を示す容積形圧縮機について、詳細に説明する。図
５は、第２の実施の形態における回転子の断面図を示す。なお、第１の実施の形態と異な
る点を重点的に説明する。
【００３１】
　回転子２５は、回転子鉄心２５ａとクランク軸１０と平行に形成した６つの装着孔２５
ｂ内に各々装着した永久磁石２０とを備え、これら永久磁石２０の装着により、回転子鉄
心２５ａには６つの磁極が形成される構成は、第１の実施の形態と同じである。ここで、
回転子鉄心２５ａの磁極中心を径方向に延在する軸をｄ軸、このｄ軸と電気角で９０度隔
てた隣接ｄ軸間で径方向に延在する軸をｑ軸とすると、このｑ軸上の回転子鉄心２５ａの
外周面に、隣接磁極間に流れる短絡磁束を抑制するための手段、例えば外径側から内径側
に切り込んで形成した断面Ｖ字状の凹溝２５ｃを備えることが、本実施例での特徴となる
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。
【００３２】
　凹溝２５ｃを備えることにより、円周方向における永久磁石２０による回転子２５の磁
束密度分布を滑らかにすることができる。一方で、磁束密度の分布が滑らかでない場合に
は回転子２５の磁束分布が非対称的になりやすく、この非対称性が存在するとクランク軸
１０と軸支持部を循環する電流が発生することが知られている。よって、回転子２５に本
実施の形態である凹溝２５ｃを備え、かつ、各三相の中性点同士を結線することと組み合
わせることで、軸受部に流れる軸受電流の増大を確実に抑制することができる。
【実施例３】
【００３３】
　本発明を実施するための第３の形態を示す容積形圧縮機について、図６を用いて詳細に
説明する。図６は、第３の実施の形態における容積形圧縮機の容量制御機構を示す。容量
制御機構は、吸込空間と圧縮室を連通させる容量制御機能を有すればよく、図６に示す圧
縮方式は代表としてスクロール式を示すが、ロータリ方式，レシプロ方式あるいはスクリ
ュー方式の何れの圧縮方式でも良い。なお、第１，２の実施の形態と異なる点のみを説明
する。
【００３４】
　本発明の実施の形態における容量制御機構３０は、吸込空間３１との連通路３０ａと、
圧縮室３２との連通路３０ｂと、吸込空間３１と圧縮室３２の連通を制御する制御手段３
０ｃから構成される。吸込空間３１と圧縮室３２の連通を制御する制御手段３０ｃは、電
動機９の回転数情報を直接用いるか、あるいは、冷媒の循環流量などから回転数を推定し
て、電動機９の回転数が規定値以下に達した場合に吸込空間３１と圧縮室３２を連通させ
る。
【００３５】
　このような容量制御機構３０の作用により、近年の空調機器の大容量化による低速高負
荷な運転条件の増加に伴った、低速運転時の駆動電流（インバータからモータへの入力電
流）の増大を抑制することができるので、各三相の中性点同士を結線することと組み合わ
せることで、軸受部に流れる軸受電流の増大を確実に抑制することができる。
【実施例４】
【００３６】
　本発明を実施するための第４の形態を示す容積形圧縮機について、図７を用いて詳細に
説明する。図７は、第４の実施の形態におけるスクロール圧縮機の吐出弁構造を示す。な
お、第１～３の実施の形態と異なる点のみを説明する。
【００３７】
　本発明の実施の形態における吐出弁構造４０は、弁体４０ａ，ばね４０ｂ，リテーナ４
０ｃから構成される。圧縮室４１は、圧縮室４１の容積が縮小されて圧縮行程が進んでく
ると吐出弁の弁体４０ａとの連通を開始する。そして、吐出弁４０ａの背面に作用する吐
出圧空間４２の圧力とばね４０ｂによる押下げ力の総和より、圧縮室４１内の圧力による
弁体４０ａの押上げ力が大きくなると、弁体４０ａが開口して圧縮室４１から吐出空間４
２へ圧縮された冷媒が吐出される。
【００３８】
　吐出弁構造は、ロータリ方式，レシプロ方式では必須の構造であるが、スクロール式の
場合は選択可能な構造である。スクロール式で高圧力比対応の設計をする場合に吐出弁を
用いることができる一方で、スクロールラップの巻き長さを調整した高圧力比対応化も可
能であるため、必須の構造ではない。しかしながら、近年のＡＰＦ(Annual Performance 
Factor：通年エネルギー消費効率）やＩＰＬＶ（Integrated Part Load Value：期間成績
係数）の向上要求に応えるために、低負荷時のエネルギー効率向上と高負荷な急速暖房や
急速冷房／冷凍能力の要求を満たすことの両立を図ることが必要で、スクロールラップの
巻き長さは、低負荷時対応で短く構成することが多い。その反面で、低圧力比対応のスク
ロールラップであるがゆえに、吐出弁が無い場合の高負荷高圧力比運転では、低圧力比の
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状態で圧縮室が吐出空間に開口するため、甚大な不足圧縮状態となってエネルギー効率低
下，電動機９への入力電流の増大を引き起こし、軸受部に流れる軸受電流の増加を誘発す
るものである。本実施の形態は、この点を鑑み、各三相の中性点同士を結線することと吐
出弁構造を組み合わせることで、スクロール圧縮機の軸受電流増加を防ぐものである。
【実施例５】
【００３９】
　本発明を実施するための第５の形態を示す容積形圧縮機について、図８を用いて詳細に
説明する。図８は、第５の実施の形態における容積形圧縮機の軸支持部周辺の構造を示す
。なお、第１～４の実施の形態と異なる点のみを説明する。
【００４０】
　本発明の実施の形態における軸支持部周辺の構造は、クランク軸５１を回転自在に係合
し、かつ、副軸受ハウジング５２に配設される軸支持部５０と、副軸受ハウジング５２と
係合され、かつ、密閉容器５４に固定される副フレーム５３とからなる。軸支持部５０は
、内輪５０ａ，転動体５０ｂ，外輪５０ｃからなる転がり軸受であり、玉軸受の場合を代
表例として図示した。
【００４１】
　本実施の形態では、軸支持部５０の、内輪５０ａ，転動体５０ｂ，外輪５０ｃの何れか
、あるいは組み合わせとして、絶縁体であるセラミックスとして構成するか、セラミック
ス膜を内輪５０ａ，転動体５０ｂ，外輪５０ｃに形成するか、あるいは、絶縁性の高い樹
脂被膜、例えばＰＰＳ（ポリフェニレンスルフィド）系樹脂膜を形成させて、軸支持部で
のクランク軸５１から軸支持部５０を通過する電流を遮断させる。この軸支持部周辺の構
造と各三相の中性点同士を結線することを組み合わせることで、容積形圧縮機の軸受電流
増加を効果的に防ぐものである。なお、軸支持部５０の外周側に絶縁性の高い被膜やシー
トを挟む構造としても同様の効果を得ることができる。
【実施例６】
【００４２】
　本発明を実施するための第６の形態を示す容積形圧縮機について、図９を用いて詳細に
説明する。図９は、第６の実施の形態における容積形圧縮機の軸支持部周辺の構造を示す
。なお、第１～５の実施の形態と異なる点のみを説明する。
【００４３】
　本発明の実施の形態における軸支持部周辺の構造は、クランク軸６０を回転自在に係合
し、かつ、副軸受ハウジング６２に配設される軸支持部６１と、副軸受ハウジング６２と
係合され、かつ、密閉容器６４に固定される副フレーム６３とからなる。軸支持部６１は
、玉軸受の場合を代表例として図示した。
【００４４】
　副軸受ハウジング６２と副フレーム６３の係合にあたっては、固定ボルト６５と絶縁シ
ート６６，６７を図示の通り配設する。絶縁シート６６，６７には、セラミックスや絶縁
性の高い樹脂、例えばＰＰＳ（ポリフェニレンスルフィド）系樹脂を用いればよい。なお
、固定ボルト６５に絶縁性を有するボルトを用いれば、絶縁シート６６は不要である。ま
た、副軸受ハウジング６２、あるいは副フレーム６３の何れか、あるいは両方を絶縁性の
高い樹脂を用いて成形すれば、絶縁シート６６，６７は不要である。
【００４５】
　あるいは、副軸受ハウジング６２と副フレーム６３の何れか一方、あるいは両方に焼鈍
処理を施し、絶縁性の高い酸化被膜を表面に形成させ、クランク軸６０から密閉容器６４
への抵抗値を上げて、軸支持部６１を通過する電流を抑制する。この際、固定ボルト６５
固定時における酸化被膜層脱落の対策として、絶縁シート６６を介在させても良い。
【００４６】
　これらの構造により、クランク軸６０から軸支持部６１を通過する電流を遮断させる。
この軸支持部周辺の構造と各三相の中性点同士を結線することを組み合わせることで、容
積形圧縮機の軸受電流増加を効果的に防ぐことができる。
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【実施例７】
【００４７】
　本発明を実施するための第７の形態を示す容積形圧縮機について、図１０を用いて詳細
に説明する。図１０は、第７の実施の形態における容積形圧縮機の軸支持部周辺の構造を
示す。なお、第１～６の実施の形態と異なる点のみを説明する。
【００４８】
　本発明の実施の形態における軸支持部周辺の構造は、クランク軸７０を回転自在に係合
し、かつ、副軸受ハウジング７２に配設される軸支持部７１と、副軸受ハウジング７２と
係合され、かつ、密閉容器７４に固定される副フレーム７３とからなる。軸支持部７１は
、玉軸受の場合を代表例として図示した。
【００４９】
　絶縁部材７５は、軸支持部７１と回転自在に係合するクランク軸７０部に設けており、
セラミックスや絶縁性の高い樹脂材料、例えばＰＰＳ（ポリフェニレンスルフィド）系樹
脂などを用いればよい。また、クランク軸７０への絶縁部材７５の取付けは、容積形圧縮
機の使用上状況にあわせて決めればよく、絶縁部材７５をリング形状としてクランク軸７
０へ固くはめ合わせても良いし、半割れ形状や割れ形状にして緩くはめ合わせても良い。
【００５０】
　これらの構造により、クランク軸７０から軸支持部７１を通過する電流を遮断させる。
この軸支持部周辺の構造と各三相の中性点同士を結線することを組み合わせることで、容
積形圧縮機の軸受電流増加を効果的に防ぐことができる。
【符号の説明】
【００５１】
１　容積形圧縮機
２　圧縮部
２ａ，３２，４１　圧縮室
３　駆動部
４，５４，６４，７４　密閉容器
５　吸込ポート
６　吐出ポート
７　固定子
８，２５　回転子
９　電動機
１０，５１，６０，７０　クランク軸
１１　フレーム
１２，５３，６３，７３　副フレーム
１３，１４，５０，６１，７１　軸支持部
１５，５２，６２，７２　副軸受ハウジング
１６　電気端子
１７　油
２０　永久磁石
２１　固定子巻線
２２　中性点
２３　総合中性点
３０　容量制御機構
３０ａ，３０ｂ　連通路
３０ｃ　御手段
４０　吐出弁構造
４０ａ　弁体
４０ｂ　ばね
４０ｃ　リテーナ
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４２　吐出空間
６５　固定ボルト
６６，６７　絶縁シート
７５　絶縁部材

【図１】 【図２】
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